第3章　諸手当関係（管理職手当）

第3章　諸手当関係（管理職手当）


· 通　知
○給料の特別調整額の支給について　（昭和36年8月1日　36教財第106号　教育長）
　職員の給与に関する条例第７条の２第１項の規定に基づき、管理又は監督の地位にある職員の職のうち新たに給料の特別調整額（以下「特別調整額」という。）の支給の対象として指定された職（以下「指定管理職」という。）にある者に対して支給する特別調整額に関し、今般その支給額について、昭和36年８月１日福島県教育委員会訓令第３号（以下「訓令第３号」という。）をもって別紙の通り定められ、本年７月１日から適用されることとなったので、下記に留意のうえ支給について遺漏のないよう取り扱われたく通知する。
記
１　特別調整額の月額は、訓令第３号の別表に定めるとおりであるが、次の各号の一に該当する場合には、その月の全日数から職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年福島県条例第４号。以下「勤務時間条例」という。）第３条第１項に規定する週休日の日数を差し引いた日数を基礎として給料の日割計算の例により算出した額がその月の特別調整額となるものであること。
(1)　月の中途において、昇任、配置換又は採用により新たに指定管理職に任用された場合
(2)　現に指定管理職にある者が、月の中途において指定管理職以外の職に任用され又は退職した場合（給与条例第６条第２項ただし書の規定により給料月額の全額が支給される場合を除く。）
(3)　指定管理職にある者が、月の中途において、休職（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による負傷若しくは疾病によるものを除く。以下本文中同じ。）、停職にされた場合、育児休業、職員の自己啓発等休業等に関する条例（平成19年福島県条例第87号）第２条第１項の規定により自己啓発等休業若しくは職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業を始めた場合、又は、休職、停職、育児休業中、自己啓発等休業中若しくは配偶者同行休業中であった者が復職等をした場合（職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第７号）第13条参照）
２　指定管理職にある者が、月の途中において、適用される給料表、職務の級又は特別調整額の区分を異にする指定管理職に任用された場合の特別調整額は、それぞれの適用される給料表、職務の級及び特別調整額の区分により得られる特別調整額の月額を日割計算により算出した額を支給すること。
３　特別調整額は、その月の全日数（前記１の各号の一に該当する場合は、その月における指定管理職としての在職期間内の全日数）にわたって勤務した日が全くない場合（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病によるものを除く。）には、当該月分の特別調整額は、支給できないものであること。（職員の給与の支給に関する規則第12条参照）
なお、当該月における指定管理職としての在職期間内において、現に勤務した実績があれば、当該月分として支給されるべき前記１による全額が支給されることとなるものであること。
４　指定管理職を兼務によって占める職員には、その兼務の職にかかる特別調整額は支給されないものであること。
５　地方公務員の育児休業等に関する法律第10条第１項の規定により育児短時間勤務の承認を受けた職員及び同法第17条の規定により育児短時間勤務の承認が失効した場合における育児短時間勤務の例による短時間勤務の職員の給料の特別調整額は、その者の受ける給料の特別調整額に、勤務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）を支給されることとなるものであること。
６　指定管理職が欠員の場合若しくはその職に占める職員が休職にされている場合又はその職を占める職員に事故ある場合に、その職について代理、心得として発令された職員（行政職給料表副課長相当職（行政職給料表以外の給料表の同等の職を含む。）以上のものに限る。）には、その職に係る特別調整額の区分にかかわらず組織上の当該職員の属する相当職に係る特別調整額の区分による特別調整額が支給されるものであること。
７　特別調整額は、給料に含まれないものであるから、給与条例第16条の勤務１時間当たりの給与額算出の基礎とされないものであること。（給与条例第２条参照）
８　特別調整額は、給料の支給方法に準じて当月分をその月の給料の支給定日に支給するものであること。（職員の給与の支給に関する規則第13条参照）

○管理職手当の支給について　　　　　　　　　（昭和36年3月9日　36教財第29号　教育長）
　
　福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例第８条の２の規定に基づく管理、又は、監督の地位にある職員のうち人事委員会規則で指定するものに、新たに小学校及び中学校の教頭が加えられたので、今般別紙要網を定めたから、下記に留意のうえ、その支給に遺漏のないようされたく通知する。
記
１　管理職手当の月額は、別紙要綱の別表に定めるとおりであること。
２　支給方法等については、従来と異ならないので、昭和34年２月６日付け34教財第32号本職通達の記１から３及び７に掲げるとおりに扱うこと。
○福島県市町村立学校職員の管理職手当に関する要綱
１　福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和31年福島県条例第56号）第８条の７第２項の規定に基づく人事委員会の承認を得て定める管理職手当の額は、別表のとおりである。
２、３（略）

別表
　(1) 再任用職員以外の職員
	管理職手当を受ける職員の職
	支　　給　　要　　件
	管理職手当の区分
	管理職手当の月額

	小学校長
	特大規模校に置かれる者
（24学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
	３種
	72,700円

	
	大規模校に置かれる者
（15学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
（３種の区分の額を受ける者を除く。）
	４種
	63,600円

	
	上記以外の者
	５種
	54,600円

	中学校長
	特大規模校に置かれる者
（18学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
	３種
	72,700円

	
	大規模校に置かれる者
（11学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
（３種の区分の額を受ける者を除く。）
	４種
	63,600円

	
	上記以外の者
	５種
	54,600円

	義務教育学校長
	
	３種
	72,700円

	特別支援学校長
	９学級以上の規模に置かれる者
	４種
	67,200円

	
	上記以外の者
	５種
	57,600円

	小学校副校長
	
	５種
	53,300円

	中学校副校長
	
	５種
	53,300円

	義務教育学校副校長
	
	５種
	53,300円

	特別支援学校副校長
	
	５種
	55,800円

	小学校教頭
	大規模校に置かれる者
（15学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
（２人以上の教頭が置かれる学校にあっては、校長が定めた第１位の順位にある職務代理者に限る。）
	５種
	53,300円

	
	上記以外の者
	６種
	44,400円

	中学校教頭
	大規模校に置かれる者
（11学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
（２人以上の教頭が置かれる学校にあっては、校長が定めた第１位の順位にある職務代理者に限る。）
	５種
	53,300円

	
	上記以外の者
	６種
	44,400円

	義務教育学校教頭
	
	６種
	44,400円

	特別支援学校教頭
	９学級以上の規模に置かれる者（２人以上の教頭が置かれる学校にあっては、校長が定めた第１位の順位にある職務代理者に限る。）
	５種
	55,800円

	
	上記以外の者
	６種
	46,500円


　(2) 再任用職員

	管理職手当を受ける職員の職
	支　　給　　要　　件
	管理職手当の区分
	管理職手当の月額

	小学校長
	特大規模校に置かれる者
（24学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
	３種
	66,300円

	
	大規模校に置かれる者
（15学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
（３種の区分の額を受ける者を除く。）
	４種
	58,000円

	
	上記以外の者
	５種
	49,800円

	中学校長
	特大規模校に置かれる者
（18学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
	３種
	66,300円

	
	大規模校に置かれる者

（11学級以上の規模の学校のうち、人事委員会の承認数の範囲内の学校）
（３種の区分の額を受ける者を除く。）
	４種
	58,000円

	
	上記以外の者
	５種
	49,800円

	義務教育学校長
	
	３種
	66,300円

	市町村立特別支援学校長
	９学級以上の規模に置かれる者
	４種
	59,500円

	
	上記以外の者
	５種
	51,000円


（注）「特大規模校」及び「大規模校」の該当校については、上記の定義により、学校規模の大きい順に毎年決定する。なお、これにより難い場合は、前年度の適用状況等を考慮して決定する。
附　則
この要綱は平成31年4月1日から適用する。
○管理職手当の支給について（抄）　　　（昭和34年2月6日付け34教財第32号　教育長）

１　管理職手当の月額は、要綱の別表に定めるとおりであるが、次の各号の一に該当する場合には、その月の全日数から職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年福島県条例第４号。以下「勤務時間条例」という。）第３条第１項に規定する週休日の日数を差し引いた日数を基礎として給料の日割計算の例により算出した額がその月の特別調整額となるものであること。
(1)　月の中途において昇任、転任又は採用により新たに指定管理職に任用された場合
(2)　現に指定管理職にあるが月の中途において指定管理職以外の職に任用され又は退職した場合（給与条例第６条第２項ただし書の規定により給料月額の全額を支給される場合を除く。）
(3)　指定管理職にある者が、月の中途において、休職（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による負傷もしくは疾病によるものを除く。以下本文中同じ。）、停職された場合、育児休業、職員の自己啓発等休業に関する条例第２条第１項の規定により自己啓発等休業若しくは職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業を始めた場合、又は、休職、停職、育児休業中、自己啓発等休業中若しくは配偶者同行休業中であった者が復職等をした場合（職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第７号。以下「給与規則」という。）第13条参照）
２　管理職手当は当月分をその月の給料の支給定日に支給するものであること。（給与規則第13条参照）
３　管理職手当はその月の全日数（本通達の１の各号の一に該当する場合はその月における、指定管理職として在職した在職期間内の全日数）にわたって現に勤務した日が全くない場合には当該月分の管理職手当は支給することができないものであること。
ただし、現に勤務し得なかった事由が公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病に基づく休暇又は休職によるものである場合は、この限りでないこと。（給与規則第12条参照）
よって、当該月において１日又は１時間でもその月に現に勤務した実績があれば、当月分として支給されるべき本通達の１による全額が支給されることとなるものであること。
４～６（略）
７　その他参考事項
(1)　指定管理職を併任によって占める職員には、その併任に係る職についての管理職手当は支給されないこと。
(2)　地方公務員の育児休業等に関する法律第10条第１項の規定により育児短時間勤務の承認を受けた職員及び同法第17条の規定により育児短時間勤務の承認が失効した場合における育児短時間勤務の例による短時間勤務の職員の管理職手当の額は、その者の受ける管理職手当の額に、勤務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）を支給されることとなるものであること。

(3)　指定管理職が欠員の場合若しくはその職を占める職員が休職にされている場合又はその職を占める職員に事故ある場合に、その職について代理、心得として発令された職員（事務職給料表副課長相当職（事務職給料表以外の給料表の同等の職を含む。）以上のものに限る。）には、その職に係る支給割合にかかわらず組織上の当該職員の属する相当職の区分による支給割合の管理職手当が支給されるものであること。
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